
    .p-portal.go.jp/)から入手することができる。
入札説明書のうち、仕様書については、４(１)の所在地において交付するものとする。

  (3) 契約条項を示す期間及び入札説明書（仕様書含む）の交付期間
令和７年８月12日(火)から令和７年９月１日(月)までの間
４(1)の所在地において交付を受ける場合は、交付期間中の土日祝日を除く官庁執務時間内とする。

　　書を提出することができる。
令和７年10月１日(水)17時00分

　(2) 入札説明書の交付方法
      上記４(1)の所在地において交付するとともに、「電子調達システム」（政府電子調達(ＧＥＰＳ)https://www

なければならない。

令和７年９月１日(月)17時00分

　(2) 日時　　 令和７年10月２日(木)11時00分

　　　なお、未成年者、被保佐人又は被補助人であって契約締結のために必要な同意を得ている者は、同条件中、特
　　別の理由がある場合に該当する。
　(2) 予算決算及び会計令第71条の規定に該当しない者であること。
　(3) 令和７・８年度の「内閣及び内閣府所管一般競争（指名競争）参加資格（建設工事）」において、「電気」及
　　び「電気通信」のＡ、Ｂ又はＣ等級の資格を有する者であること。
　(4) 警察庁から指名停止の措置を受けている期間中の者でないこと。
　(5) 警察当局から、暴力団又は暴力団員が実質的に経営を支配する事業者又はこれに準ずる者として、国発注業務

４　契約条項を示す場所等

　　等からの排除要請があり、当該状態が継続している者でないこと。

　(1) 所在地
　　　埼玉県さいたま市中央区新都心２－１
　　　関東管区警察局総務監察部会計課調達係（さいたま新都心合同庁舎２号館22階）
　　　電話番号　048-600-6000　内線2221

　(1) 場所　　 関東管区警察局入札室（さいたま新都心合同庁舎２号館22階）
６　開札の場所及び日時

　　関東管区警察局総務監察部会計課長

記
１　契約担当官等の官職及び氏名

本橋　正

である。
　ただし、「電子調達システム」により難い場合には、紙による入札ができるも

　入札金額は総価を記入すること。
　なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の10パーセ

費税に係る課税事業者又は免税事業者であるかを問わず、見積もった契約希望金
金額の110分の100に相当する金額を入札書に記載すること。

　(5) 電子調達システムの利用 　本案件は、「電子調達システム」（政府電子調達（ＧＥＰＳ））対象調達案件

　(3) 工事場所

本橋　正　　

　　支出負担行為担当官

入　札　公　告

　(1) 工事件名及び数量

下記のとおり一般競争入札に付します。
令和７年８月12日

支出負担行為担当官　　　　　　　　　
関東管区警察局総務監察部会計課長　　

３　競争参加資格
　(1) 予算決算及び会計令第70条の規定に該当しない者であること。

ントに相当する金額を加算した価格をもって落札価格とするので、入札者は、消

２　競争入札に付する事項

のとする。

　(4) 入札方法等

  庁舎入場制御システム更新工事　１式
  契約締結日の翌日から令和８年３月27日(金)まで
  埼玉県さいたま市中央区新都心２－１　さいたま新都心合同庁舎２号館ほか

　(2) 工期

　(2) 競争参加資格を有することを証明する書類の提出期限

　(3) 入札書の提出期限
競争参加資格のために必要な書類を提出し、競争参加資格があると判断された者のみ以下の期限までに入札

　(1) 提出方法　　

５　競争参加資格を有することを証明する書類及び入札書の提出方法及び期限

　ただし、「電子調達システム」により難い場合には、４(2)に示す場所に同期限までに提出し

　(4) 問い合わせ先

　　　電話番号　　048-600-6000　内線2221
　　　関東管区警察局総務監察部会計課調達係（さいたま新都心合同庁舎２号館22階）

　５(2)又は５(3)に示す期限までに「電子調達システム」により提出しなければならない。



  (4) 週休２日促進工事
本工事は、発注者が月単位の週休２日に取り組むことを指定する週休２日促進工事である。

  (5) 工事成績評定

    分検査を実施した時に成績評定を行い、評定結果を請負者に対して、工事成績評定通知書により通知する。

　　　契約の締結に当たっては、契約書を作成するものとする。

　(2) 入札の無効
　　　本公告に示した競争参加資格のない者のした入札及び入札条件に違反した入札
　(3) 契約書作成の要否

    し、落札価格が当局の定める基準額を上回った場合に限る。）。工事成績評定については、完成検査及び既済部
      本件工事は、公共工事の品質確保の促進に関する法律第７条第１項に規定する工事成績評定案件である（ただ

　

　　　徴収免除

７　その他
　(1) 入札保証金


